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この国別セクションは“Environmental Performance of Agriculture in OECD Countries 
since 1990 :Main Report”（1990 年以降の OECD 加盟国の農業に関する環境パフォーマ

ンス：メイン・レポート）”から翻訳された抜粋版です。オリジナルの文書は、下記

の OECD ウェブサイトで英語及びフランス語で掲載されており、閲覧が可能です。 
 
メイン・レポートの要約版は、“Environmental Performance of Agriculture since 1990 At 

a Glance（OECD 加盟国の農業に関する環境パフォーマンス要約版）”として公表され

ています。http://www.oecd.org/agr/env/indicators.htm 
 
 以下の日本の国別セクションを引用される場合には“OECD(2008), Environmental 
Performance of Agriculture since 1990 : Main Report, Paris France（OECD（2008）1990 年

以降の農業の環境パフォーマンス：メイン・レポート、パリ、フランス）”としていた

だくようお願いします。 
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更なる情報が必要な場合は、下記にコンタクト下さい。 

Kevin Parris,  
Policies and Environment Division, Trade and Agriculture Directorate, OECD,  
2 Rue Andre-Pascal, 75775 Paris CEDEX 16, France.  
Email: Kevin.Parris@oecd.org   
Tel: +33 (0) 1 45 24 95 68    Fax +33 (0) 1 44 30 61 02 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

This JAPANESE translation is not an official OECD translation. OECD does not guarantee the 

accuracy of the translation and accepts no responsibility whatsoever for any consequence of its 

interpretation or use. 
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日 本 

 

1. 2001年のデータ。

2. 2004年のデータ。

資料：OECD事務局。これらの指標の詳細はメイン・レポートの第１章を参照のこと。

日本の農業環境と経済の統計データ（2002-2004年）
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日本全国における農業の割合

 
１ 農業分野のトレンドと政策背景 
 
農業の経済への寄与は小さい。 
農業分野は現在 GDP の約１％、雇用の約６％を占める［1］。日本は１人当たりの

GDP が高く、人口密度は OECD の中で最も高い国の一つであり、農産物の主要な純

輸入国となっている。 
 
農地利用全体の 55％を占める稲作の農業総産出額は 25％である。 
園芸及び耕種作物は、農業産出額の約 68％を占め、また、畜産では、さらに 28％

となっている。平均の農場規模は２ヘクタール以下で、他の OECD 加盟国と比較して

小さく、農業所得は総農家家計所得の約 13％を占めるにすぎない［2］。農業では、OECD
基準に比べ購入資材が集約的に利用されているものの、1990-02 年から 2002-04 年の間、

農業生産と農業産出投入の総量は低下している（図１）。無機肥料の使用は、窒素肥料

は 18％、リン肥料は 27％低下し、農薬は 27％、農場でのエネルギー使用は５％、水

使用は３％減少している。農業生産量もまた 11％減少しており、主として作物生産は、

畜産の６％の減少と比較して 17％も減少している〔1〕。 
 
農業支持は OECD 平均の約２倍である。 
農業支持（OECD の生産者支持推定量（PSE）によって計測されているとおり）の

変化はほとんど無く、農家受領額は OECD 平均の 30％と比較して、1980 年代中頃の

64％から 2002-04 年には 58％に減少しているにすぎない。ほとんど全ての支持（90％）

は投入と産出に関連し、一義的には、政府売り渡し価格、供給調整及び貿易措置を通

じて行われ、コメ、穀類及び酪農製品に対する支持率は最も高くなっている［3］。 
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日本は農業環境問題へ取り組むための予算措置を講じている。 
農業環境プログラムに対する支出は 1990 年代に２倍以上となったが、農業者への

総支払額の 10％に相当しているに過ぎない。肥料や農薬使用の低減に努める農家への

低利融資、税制優遇及び支払の他、農薬使用のための義務的な規範により、持続性の

高い農業技術の採用が推進されている。中山間地域の農業者への直接支払は、農地の

耕作放棄を防ぎ、これらの地域で農業に関連する様々な生態系サービスを維持するこ

とを目的としている。税控除、低利融資、規制的基準及び他の政策導入についても、

農業環境問題への取組に活用される。1999 年に「家畜排せつ物の管理の適正化及び利

用の促進に関する法律」〔4〕のもと、肥料管理の規制的取締基準が設定された。国及

び地方政府は、糞尿等の農業廃棄物を再利用する施設への資金供給を行っている。ま

たある場合には、農業栄養分による水質汚濁を減らすための目標を設定している［5］。 
 
農業環境は、経済全体、課税措置、さらには国際的な環境協定によって影響を受ける。 

1970 年の水質汚濁防止法の規則は、豚や牛群からの農業汚染の上限値を設定してお

り、また、1972 年の悪臭防止法は家畜も対象としている。河川法は、水生生物生態系

保全のために下流の正常流量が維持されるよう、河川からの取水を規制している〔6〕。
農家と他の使用者は 2006 年には約 30 億円（USD2,600 万）に相当する燃料税を免除

されている〔3,5,7〕。かんがい排水施設は、農家と国及び地方政府予算からの資金によ

って賄われている［5,8］。2002 年から 2006 年の間に、国から約 3,450 億円（USD31
億）のかんがい予算が毎年支出されている〔3〕。かんがいシステムは、土地改良区

（LIDs）によって管理される。LIDs は、かんがい排水施設の建設、改良及び管理、並

びに区画整理を含むほ場整備を実施する目的の自主的な地域社会に基づく組織であり、

2000 年には 7,000 の LIDs が平均 500 ヘクタールを管理している〔8,9,10〕。農地の生

物多様性を保全するためのプログラムを導入している地方政府がある中で（例：兵庫

県のコウノトリの保護）〔11〕、例えば、かんがい排水施設のように政府が一部助成し

ている事業は、生物多様性に配慮して実施するように土地改良法が 2001 年に改正され

た。農業は、また臭化メチル使用（モントリオール議定書）及び温室効果ガス（京都

議定書）の削減を約束する国際的な環境協定の影響を受けている。 
 
 
２ 農業の環境パフォーマンス 
 
主な農業環境上の課題は、水質と自然資源への圧力及び生態系サービスを供給する農

業部門の潜在力の増大に関連している。 
他国と比較し、相対的に高多投入型の農業生産が水質汚濁を引き起こしてきた。農

地利用の変化は、特に洪水及び地滑りの軽減、生物多様性等の天然資源管理の改善に

対する圧力を増大させてきた。特定の地域では、土壌浸食や水利用、大気中への排出
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等のその他の農業関連環境問題も重要となっている。 
 
国土の 70％以上が山地であり、また、人口過密は土地への圧力が著しい。 
農業は、2002-04 年において総土地面積の 13％を占め、1990 年代初頭の 16％から減

少している。水稲稲作が中心であるため、農業が総水使用量の 66％を占めている［8］。
農業は多様な気候のもとで行われているが、アジア・モンスーン地帯の多くの地域は、

豊富な降水量を伴い米の生産に好都合である。降水量は、年、季節、地域によって大

きく変化し、多くの地域で洪水が発生し、また、幾つかの地域で渇水が発生している

［12］。豪雨と急峻な地形が、しばしば多くの地域で多大な人的および経済的コストを

伴う洪水と地滑りを引き起こしてきた［5］。 
 
土壌浸食は広域の問題とはなっていないが、急斜面の河川流域〔14〕に位置する農地

の約 40％の一部の地域では問題となっている［13］。 
流域の多くは、林地と水田が混在しているため、土砂流出は限定的である。これら

の問題に対処するために土壌保全対策が展開中であるが、一部の地域では土壌浸食が

問題となっている［13］。現在、土壌浸食の傾向を分析するためのデータはほとんどな

いが、丘陵地帯の農地、特に水田での耕作放棄が続けば、土壌浸食のリスクは増加す

る可能性がある。 
 
農業栄養分が原因の水質汚染は、依然として重要な問題である［5］。 
湖や海岸地域の水質（富栄養化）については、顕著な改善が示されていないが、水

域の栄養負荷における農業の寄与に関する情報はほとんどない［5］。1990-92 から

2002-04 年に、農場の過剰窒素およびリンが減少したことを示す間接的な証拠はある

ものの、１ヘクタール当たりの絶対水準は、窒素、リンともに OECD 加盟国の中で最

も高い（図１）。同様に、農地土壌における過剰リンの非常に高い蓄積により、土壌中

のリン輸送に関係した長いタイム・ラグの観点から、将来的に水の富栄養化のリスク

は高まる〔15〕。過去 15 年以上、過剰リンは減少しているが、日本は OECD 加盟国の

中で、農地１ヘクタールあたりの過剰リンの値が最も高い。それは OECD 平均を上回

るほぼ５倍である（図１）。 
 
一部の地域では、農業が地下水の硝酸塩の主要な汚染源の一つであり［16,17］、1999

年には５％の井戸水で環境基準を超過している［18］。 
さらに、水生生物の生態系において人や野生生物の生殖器系への内分泌かく乱とし

て作用する家畜ホルモンや農薬など、家畜病原体による水汚染の影響もある。しかし、

1999 年から 2000 年までの全国的な調査では低濃度のサンプルが検出されただけであ

る〔19,20〕。農業はまた、水生生物に悪影響を及ぼす「赤潮」やアオコの発生につな

がる汚染（富栄養化）の原因としても認識されている〔21〕。 
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園芸及び家畜分野は、最大の農業栄養汚染源である。 
全般的な肥料使用量は 1990 年以降減少しているが、それは主にコメ生産において

減少しているためである。コメ生産は無機肥料使用量の約３分の１を占めるが、１ヘ

クタール当たりの肥料量については、水田は園芸作物より少ない〔15,22〕。水田から

表層水や地下水へ浸透する窒素は畑作や果樹と比較して低い。これは、主に浸水土壌

の特性である少ない施肥と脱窒によるものである［6,18,23］。脱窒は、高度な温室効果

ガスとして知られている亜酸化窒素の放出をもたらすが、その量は畑作からの放出と

比較して小さい。さらに、再循環灌漑システム（地域や数は知られていない）を利用

する水田では流出する栄養負荷はさらに減少し得る〔24,25,26〕。 
 
家畜生産は過去 10 年減少しているが、特に豚や乳牛については大規模操業化する

傾向があり〔27〕、畜産流出物の地域限定的な水準を増加させる原因となっている

〔15,23,28〕。 
しかしながら、最近、肥料処置設備を備えた畜産農家が増加し、2000-03 年の間に

5,000 から 6,000 農家に増加しており、この期間に政府の目標数値の 90％近くに到達し

ている〔29〕。しかし栄養分の管理をしている農家数は、2000-03 年でわずか 20％にす

ぎず、栄養分の使用効率の有効性は、OECD 加盟国の中で最も低い。 
 
農薬による水汚染に関する圧力は削除され、1990-2003 年の農薬使用は 27％減少して

いる（図１）。 
この期間の農薬使用の減少は、恐らく作物生産量の 19％の減少と有機農業を含む環

境にやさしい農業を実践している農家数がある程度拡大したことに関連している。し

かしながら、農薬使用量は OECD 基準に比べて高いままとなっており、その理由の一

つとしては、土地や労働者への圧力や温暖湿潤気候によることがあげられる〔5〕。農

薬の人に対する中毒発生件数は、1960 年代以降大幅に減少している〔5〕。また、全国

の表層水（川、湖及び沿岸地域）水質について調査した近年のモニタリングデータに

よると、農薬に関する飲料水水質基準値を超えたサンプル数は、0.1％未満だったこと

が明らかになっている〔30〕。 
 

一部の地域では、水資源に対する競合によって水不足を経験している。 
水資源に対する競合が増している地域においては、しばしば発生する水不足により、

これが顕著であるが〔4,19〕、水不足は水の自主的及び制度的な再分配を通じて対処す

ることが可能である〔31,32〕。畑作物の生産のためのかんがい用水の要求は拡大する

だろうと予測されている［33］。農業は 2002 年における全国の地下水使用量の 31％の

シェアを占める等水資源の主要な利用者であることを考えれば〔1,8〕、水の需要に対

する将来的な圧力を低減させることができるか否かは、部分的には、農業による水の

効率的利用を促進することができるか否かにかかっているであろう〔4〕。農業用水の

使用は 1990-92 年から 2001-03 年の間で３％減少している（図１）。 



7 
 

 
農業に関連する大気汚染は 1990 年以降減少している。 
農業由来アンモニア排出量の約 80％は畜産によるものであり、家畜生産及び肥料使

用の減少によって排出量が低下したと考えられるが、排出量についての定期的なモニ

タリングは行われていない〔34〕。1970 年代以降、家畜の悪臭に関する苦情件数はか

なり減少している〔38〕。臭化メチルの使用については（オゾン層破壊物質）、日本は

OECD での主たる使用者で、モントリオール議定書の段階的廃止計画に合意し、2003
年までにその使用を 70％以上縮小した。これは 2005 年までに全ての使用を廃止する

よう努めるものである。2005 年には「（臭化メチルの）不可欠用途のための適用除外」

（CUE）が 449 メートルトン以内（オゾンを破壊する可能性）ということで合意され

た。そのプロトコールは臭化メチルの代用品を見つける時間を農家に与える。メロン、

胡椒、スイカ及び根ショウガの栽培者は 2005 年の CUE 量の 80％以上を占める〔36〕。 
 
農業の温室効果ガス（GHGs）は 1990 年から 2004 年の間 14％減少し、2002-04 年で

は GHGs 排出総量の２％を占めている〔37〕。2008 年から 2012 年までの約束期間に

おいて総排出量を６％削減することで日本が合意した京都議定書の達成目標と比

べ、経済活動のための GHG 排出量は全体として 10％増加している。農業の GHGs
の減少のほとんどは、コメ生産、肥料使用及び家畜数の減少により、メタン、亜酸

化窒素が低下していることにある〔40〕。1990 年から 2004 年の間の農場で使用する

エネルギーの５％が減少したことも、GHG 排出を減少させる役割を担っている。一

方、農地が森林あるいは他の植生に転換された場合には炭素貯留が生じたかもしれ

ない。 
 
農地の減少、衰退は、生態系サービスを供給する農業の潜在力を減少させている。 
農業は、管理方法次第で、何らかの生態系サービスを供給し得る。日本の研究によ

ると、水田は他の土地利用よりも高度な水準の生態系サービスを供給する〔32〕。しか

し、1990-92 から 2002-04 年の間に農地面積は９％減少、特に水田面積が 17％減少し

たため、生態系サービスの供給量は減少した。例えば、農業の保水能力は 1990-92 年

から 1998-2000 年にかけて 12％減少した（図２）〔1〕。その結果、土壌浸食や洪水の

リスクが増加した〔5〕。農地は、地滑りの危険地帯として分類される地域の 20％を占

め、地滑りのリスクは農地では低い。日本での研究では、地滑りの発生率は耕作地よ

りも耕作放棄地の方が３～４倍高いと示されている〔5,38〕。さらに、ある地域では、

農業の地下水涵養機能は水田の減少に伴い低下している〔6,31〕。 
 
農地の干拓と集約化は、生物多様性に影響を与える。 
農地面積は純減しているものの、湿地帯や干潟の農地干拓は、過去 20 年間、ある

種の生息域の実質的な喪失や悪化をもたらした〔5,39〕。他の土地利用から農業への土

地の転換は引き続き行われているものの、農地に転換された土地は、この 10 年間で年
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間 10,000 ヘクタール以上から 4,000 ヘクタールにまで減少した〔1〕。いくつかの水域

での農業による汚染は、水生生息域にも害を及ぼしている〔5,39〕。水路やため池のコ

ンクリート化、区画整理、ほ場間のつながりの切断等による水田システムの近代化に

よって、豊富な水生生物種とそれらを餌とする鳥が減少した〔40,41,42〕。 
 
農地の他用途への転換はある種の野生生物に脅威を与える。 

1990 年代の農地面積の純減は、輸送インフラ、都市利用及び森林に転換され、また、

そのまま放置され「自然」状態に逆戻りされている〔1〕。集約度の低い水田や伝統的

な「里地」景観〔39〕のように混在する生息域（例えば、森林、水田、畑作、果樹園）

に代表されるように、農業システムや農村景観の中には、動植物にとって重要な生息

域を供給するものがある〔40,41,44〕。従って、これらが失われると、野生生物種の保

全上問題となる。しかし、「里地」景観の拡大や転地は不明瞭である。2003 年、農林

水産省の水田調査に基づき、水田は、淡水魚種とトンボの３分の１、は虫類及び両生

類の４分の１、鳥類の約５分の１、植物の 14％に生息域を供給している〔6,31,40〕。
さらに、絶滅危惧種の多くも水田で発見されている。しかし、農地が林地に転換され

たり、「自然」状態に放置された所での生物多様性への全般的な影響は不明である〔40〕。 
 
農地面積の減少は景観の価値を減少させると考えられる。 
文化庁は、国家の文化的資産は農業や農村活動に密接に関連しているとし、農地の

減少に伴う文化的資産が減少する程度は不明としつつも、両者が関連する程度は 90％
以上と試算している〔1〕。農業の集約化により「里地」景観の均質化が増大している

とする証拠が示されているが〔43〕、その過程をモニタリングした利用可能なデータは

ほとんどない〔45〕。 
 
 
３ 全体的な農業環境パフォーマンス 
 
環境への全体的な圧力は農業縮小によって減少している。 
しかしながら、農業活動の減少は、生態系サービスを供給するための産業としての

潜在力も減少させることになる。農業縮小は次の 10 年間続くと見られ、環境に対する

圧力が低下すると予測される〔46〕。農地の減少と持続性の高い農業生産活動の取組は、

肥料及び農薬使用、温室効果ガスの排出を減少させる。家畜と園芸作物では、その減

少が緩やかであるが、生産単位の更なる集約化と拡大に加え、一部の地域において水

汚染の主要な原因の一つとなっている。 
 
農薬や肥料使用、栄養過剰の数値は OECD 標準よりも高い〔5〕。 
一方、栄養分管理施設を伴っている農家の割合は低く、効率的な栄養分の利用は

OECD 加盟国の中で最も低い。農家のエネルギーや燃料に対する税を免除することで、
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効率的利用の阻害要因として作用することがある。農業の水汚染を制限する試みは、

産業用や家庭用水の汚染を抑制することに比べると遅い［5］。農地の減少は、農業部

門の様々な生態系サービス供給能力、特に、洪水や地滑りの緩和、地下水涵養機能及

び生物多様性の保全を減少させている。 
 
モニタリングデータの欠如が、日本の農業環境パフォーマンスについての評価を損な

っている。 
日本全国の河川、湖沼、沿岸及び地下水の水質は、農業地帯のものも含め、30 年間

以上モニタリングが行われているが、農地と非農地が混在しており、水質汚染に占め

る農業分野の寄与は正確には特定されていない。さらに、土壌浸食、アンモニア放出

についても十分なデータが不足しているが、近年は対処し始めている［47］。生態系サ

ービスを提供する農地利用の相対費用と便益ついてはほとんど知られていない。特に、

他の土地利用と比較した水田利用の場合は顕著である。 
 
近年の政策は既存の農業環境プログラムを強化するものである。 
農林水産環境政策の方針（2003 年）は、農業環境政策に対する枠組みを示しており、

この中では環境に有益な農業慣行をターゲットにしたクロスコンプライアンス措置へ

の転換や、より明確に定義された政策目標及び政策評価の枠組みが規定されている

〔3,47〕。「バイオマス・ニッポン総合戦略」（2006 年）では、2010 年までに炭素量換

算で廃棄物系バイオマス（家畜排泄物含む）の 80％以上のリサイクル及び未利用バイ

オマス（炭素同義）の 25％以上の利用を目指したプログラムが制定されている〔29,48〕。
水利組合のような社会組織の発展は、環境問題へ取組むに当たり、農家のみならず全

ての利害関係者を関与させ〔49,50〕、農業政策において更に前進した環境目標を目指

す 2005 年の食料・農業・農村基本計画を通じて強化されることとなる〔51〕。 
 

近年の措置の多くは、農業における気候変動に取り組むことを目的としている。 
地球温暖化対策総合戦略（2007 年）では、地球温暖化の緩和措置、適応措置及び国

際協力への取組に焦点を当てている〔52〕。緩和措置に関しては、この戦略では森林

吸収源、バイオマス利用及び食品産業の自主行動計画といった措置を促進している。

日本におけるバイオ燃料の生産拡大（2007 年）では、2011 年までに、１年当たり国産

バイオ燃料の 50,000 キロリットルの生産を目標に掲げており、中長期的には、食糧生

産に対応するセルロース系原料を活用したバイオ燃料生産拡大を目指す〔53〕。適応

措置に関しては、「品目別適応策レポート・工程表」のような地球温暖化に起因する

農林水産業への被害に関する調査報告が作成されている。国際協力に関しては、緩

和・適応技術に基づいて促進される。 
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生物多様性戦略（2007 年）は、農林水産業における生物多様性保全を促進するための

ガイドラインとして開発されている〔52〕。 
このガイドラインは、農林水産業は、自然循環機能を活用しながら食料や生活物資

を供給する必要不可欠な活動であるとともに、多くの生き物にとっての生息域を供給

することについても考慮に入れている。例えば、絶滅に瀕しているある鳥を自然復帰

させる取組が行われている。 
 

より多くの農家が持続性の高い農業生産活動を採用しているという兆候がある

〔14,55〕 
エコ・ファーマー（持続性の高い農業生産方式を導入しているとして都道府県に

認定された農家）は 2007 年３月までに約 127,000 人、全農家のおよそ７％に増加し

た（図３）。しかし、農業環境政策評価におけるこれらの前向きな発展は、生産物

関連の高い農業支持措置が行われているという背景を考慮して評価されるべきで

ある〔3〕。 
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（参考） 
メイン・レポート項目 

 
Ⅰ．ハイライト 
 
Ⅱ．レポートの背景とスコープ 
 1. 目的とスコープ 

2. データと情報源 
3. 2001 年 OECD 農業環境指標報告書以降の進展 
4. 報告書の構成 

 
１．1990 年以降の農業に関連する環境状態の OECD 加盟国の傾向 

1.1. 農業生産と農地 
1.2. 栄養（窒素・リン収支） 
1.3. 農薬（使用とリスク） 
1.4. エネルギー（農場でのエネルギー消費） 
1.5. 土壌（風と水の土壌浸食） 
1.6. 水（水利用と水質） 
1.7. 大気（アンモニア、臭化メチル（オゾン層破壊）及び温室効果ガス） 
1.8. 生物多様性（遺伝、種、生息域） 
1.9. 農場管理（施肥、病害虫、土壌、水、生物多様性、有機） 

 
２．農業環境指標開発の OECD の進展 

2.1. イントロダクション 
2.2. 農業環境指標開発の進展 
2.3. 全体評価 

 
３．1990 年以降の農業に関連する環境状態の国別傾向 

OECD 加盟国 30 か国の国別概要（及び EU の要約） 
1. 農業分野の傾向と政策背景 
2. 農業の環境パフォーマンス 
3. 全体的な農業環境パフォーマンス 
4. 参考文献 
5. 図表 
6. ウェブサイト情報：OECD のウェブサイトでのみ入手可能な情報 

  1. 国家の農業環境指標開発 
  2. 主な情報源：データベースとウェブサイト 
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４．政策ツールとしての農業環境指標の利用 
4.1. 政策背景 
4.2. 農業環境パフォーマンスの追跡調査 
4.3. 政策分析のための農業環境指標の利用 
4.4. 農業環境指標の利用における情報格差 

 
国別セクション報告書の背景 

 
構成 
 この国別セクション：日本は 30 ある OECD 加盟国の報告書のうちの一つであり、

2008 年に OECD が公表した“Environmental Performance of Agriculture since 1990（1990
年以降の農業の環境パフォーマンス）”に含まれている。構成は以下の通りである。 
 

1. 農業分野の傾向と政策背景 
2. 農業の環境パフォーマンス 
3. 全体的な農業環境パフォーマンス 
4. 参考文献 
5. 図表 
6. ウェブサイト情報：OECD のウェブサイトでのみ利用可能で、国内の農業環境

指標開発及び主なデータベース・ウェブサイトのアドレスが含まれている。 
 
注訳 
 このテキストを読むにあたって考慮されるべき注訳がある。それは特に、他の OECD
加盟国との比較に関するもので、以下のことが含まれる； 
 
・ 指標を推計するための定義及び方法論はほとんど標準化されているものの、全て

ではない。例えば、生物多様性や農場管理等である。温室効果ガス排出（GHGs）
のように、OECD と UNFCCC が農業の炭素貯留をネットでの温室効果ガスの収支

に組み入れること等により、一層の改善を目指して取り組んでいる指標もある。 
 
・ データの入手可能性、質及び比較については、可能な限り様々な指標と国々を完

備しており、一貫性があり、なおかつ調和している。しかし、データ系列（生物多

様性等）の不足、対象範囲の変動（農薬使用等）、データ収集方法に関する相違（調

査、センサス及びモデルの使用等）等の欠陥は残っている。 
 
・ 指標の空間集計は国レベルで行われているが、水質等いくつかの指標については、

集計されていない地域的データに基づく情報を文章で説明しているものの、地域レ

ベルでの重要な変化が示されない可能性がある。 
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・ 指標の傾向や範囲は、多くの分野の指標について各国の比較を目的とするために

は、絶対的な水準よりも重要である。特に、地域では特定の条件が大幅に異なるこ

とがある。しかし、絶対値は以下の領域で重要である；政府によって定められる規

制（水の硝酸塩等）、国内及び国際協定で合意された目的（アンモニア排出等）、あ

るいは地球規模の汚染への寄与が重要なもの（温室効果ガス等）。 
 
・ 特定の環境影響について、農業の寄与を分離させることは困難である。それは特

に土壌や水質の分野であり、他の経済活動の影響が重大であるか（森林等）、環境

自体の“自然”な状態が汚染物質負荷に寄与している（水は高水準で自然に塩化が

起こる）、あるいは侵入生物種が生物多様性の“自然”な状態を侵害するかもしれ

ない。 
 
・ 環境の改善あるいは悪化は、ほとんどの場合は、指標の変化の方向生によって明

らかにされているが、いくつかの場合、その変化は不明確となりうる。例えば、耕

作地保全への一層の取組は、土壌浸食の確率やエネルギー消費量を低下させること

が可能であるが、同時に、雑草に対する除草剤の使用を増加させることになるかも

しれない。 
 
・ 本報告書においては、指標のベースライン、規準値あるいは目標値は、一般に、

指標のトレンドを評価するためには使用されない。なぜなら、環境や気候の差によ

る国や地域の多様性があるためであり、これは国内規制と同様である。しかし、指

標の変化（飲料水基準）や指標の傾向と比較した国際的な合意目標（アンモニア排

出や臭化メチル使用等）を評価するために使用される基準値もある。 
 
 


